携帯型移動局無線装置 仕様書
第１　総則
　　１　適用範囲

　　本仕様書は、長岡市（以下、「甲」という。）が、整備する消防救急デジタル無線機の携帯型移動局無線装置の必要な事項を定めるものとする。
２　契約の範囲

(1)  受注者（以下、「乙」という。）は、本仕様書に基づき無線機製造、納入及び無線局免許申請等関係機関への諸手続きから検査に至るすべての業務を行うこととし、当該手続き等に関する一切の費用は、乙の負担とする。

(2)  本仕様書に明記されていない事項であっても無線機の機能、性能、保守管理上及び無線の運用上必要な事項については、甲に連絡のうえ甲乙協議し、乙の負担により行うこと。

(3)  本仕様書の記載事項に疑義又は変更事由が生じた場合は、甲に連絡して指示又は、承認を受けなければならない。
第２　品質・規格
　　　本装置は、消防団員等が装備し、指令室等に設置された指令台等との通信並びに車載型移動局無線装置及び可搬型移動局無線装置等と移動局間直接通信を行うための移動局無線装置である。
１　品名

携帯型移動局無線装置
　　２　機種
富士通株式会社TA08017-B398又は株式会社富士通ゼネラルCP-2010P 
３　機能

(1)  一斉又は個別による音声通信が行えること。
(2)　発信者番号送信機能及び表示機能を有し、表示方法は甲の指定によるものとすること。

(3)  ショートメッセージ伝送・表示が一斉又は個別に行えること。
(4)　音声の録音・再生が行えること。

(5)　活動波、共通波へ必要に応じチャンネルを切り替えて各種通信機能が扱えること。
また、受話音量も容易に変更できること。
(6)  ２波半複信方式にて基地局無線装置と無線交信が行えること。１波単信方式にて、他の移動局無線装置と無線交信が行えること。
(7)　待受け時は、基地局からの下り波と他移動局からの上り波の同時待ち受けが行えること。また、本体及びスピーカマイクからワンタッチ操作にて下り波のみ待受け、上り波のみ待受け状態等に切換え可能なこと。
(8)  指令台等からの発信規制を受信し、自動的に規制動作状態へ遷移すること。ただし、

規制状態は隊員の操作により容易に解除可能なこと。
(9)　消防活動全般で、防火衣等に着装して使用できること。
(10) 　指令台操作等で発する通信規制時の発信規制信号音、強制切断信号音及び各種出動指令時の報知信号音は、甲の指定によるものとすること。
(11)　甲が使用している既設指令台及びデジタル無線システム等との接続、機能連動等については乙が行うものとし、その費用等は乙の負担とする。

４  仕様
(1)　使用周波数帯
ア 送信







 　　260MHz帯のうち「甲」の指定する周波数
イ 受信



（ア）  基地局通信



 260MHz帯のうち「甲」の指定する周波数
（イ）  移動局間直接通信   260MHz帯のうち「甲」の指定する周波数
(2)　アクセス方式





 SCPC方式
(3)　無線変調方式





 π/4ｼﾌﾄQPSK
(4)  空中線電力






 5W
(5)  電波型式







 G1D/G1E
(6)　方式









 1波単信/2波単信
(7)　音声符号化方式




 三菱CELP方式
(8)　電源電圧







 11.1V/10.8V
(9)  消費電流
ア　 送信時






 規定しない
イ　 受信/待受時




 規定しない
(10)  連続使用時間





 8時間以上（送信:受信:待ち受け=1:1:18のとき）
(11)  温度条件







 -10～+50℃
(12)  湿度条件







 95％以下（温度+35℃結露なきこと）
(13)  防水条件







 JIS　C0920　防浸型
(14)  外形寸法







 高約150mm×幅約58mm×奥行約50mm
（突起部除く、参考寸法）
(15)  質量









 約570g（バッテリーパックを含む）
５　基本構成

本装置は、下記の機器で構成する。

(1)  携帯型移動局無線装置本体

(2)  携帯用アンテナ

(3)  急速充電器（充電器本体及びACアダプタ）

(4)　電池パック（Ｌ仕様）×２

(5)　防水スピーカマイク

(6)　革ケース

(7)　ショルダーストラップ（金具付）×２

(8)　ベルト着装マウント

(9)  イヤホンセット

(10)　取扱説明書
(11)　装置名称表示シール等軽微な予備品

(12)　ツールボックス
６　納入場所
　　　　長岡市千歳１丁目３番１００号　　長岡市消防本部　他消防署又は出張所計１２か所

　　７　納入要領

契約後、別に指定する名称及び納入場所一覧により、無線機本体及びツールボックスにテプラ等防水性のあるシールにより名称シールを貼付し、基本構成品のとおりツールボックスに収納すること。

８　 納入数量
３０９台

９　調整試験及び障害発生時の対応
本装置は、検収までの間、調整試験を行うものとする。

試験中に不具合等障害が発生した場合、乙は、速やかに乙の負担において改修する。

ただし、甲に過失がある場合は、甲乙協議の上、改修に係る負担割合を決定するものとする。
第３　保守管理等
乙は、納入された各機器・装置及び取付作業等、本仕様書に基づき納入した全てについて、検収後、１年以内に取付及び構造上の原因により生じた障害は、乙の責任において無償で修復するものとする。
　　　
第４　その他
１　本装置納入に当たり提示された各種データは、情報の秘密の観点から、第三者に漏れることの無いよう万全を期すこと。
　　２　本装置納入により不要となったアナログ無線機は、乙の責任において適正に廃棄処分すること。
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